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1.序

企業ないし産業の生産活動の構造を,生産要素間の代替関係を推定するこ

とにより明らかにしようとする動きが1970年代になって著しく活発になっ

た。このことは,生産関数と費用関数(或いは利潤関数)との間の経済的な

双対性Dualityの解明,及びflexibleな関数形の考察によって促進され

た。生産関数と費用関数(或いは利潤関数)とが,ある一定の条件の下で

双対関係にあり,したがって同じ経済的な構造をもつことが,静学的な場

合にDiewert,Lau,McFadden等により1),又動学的な場合にEpstein,

McLarenandCooperにより証明されている。従って,ある一定な条件を

満す生産関数を用いて生産関係のパラメーターを推定する代りに,それと双

対関係にある費用関数(或いは利潤関数)を用いて同じ生産関係を示すパラ

メーターの値を推定することができる。生産の理論を応用し実証分析を行う

*)この論文の中の計算には,長崎大学情報処理センタ-.のFACOM M-180IIAD
を利用した。

1)次の性質をもつ生産関数と費用関数との問には双対関係が成り立つ⊃
1.生産関数f.
a. fは上に連続な関数

b.　fは非減少な関数
C.　fは準凹quasi concaveな関数
2.費用関数C.

a. Cは非負な関数である。
b. Cは要素価格に関して,一次同次な,非減少な,連続な凹関数である.

C. Cは生産額に関して,非減少な,下に連続な関数である。

〔Diewert (1982, pp. 537-545)〕

但し,トランス・ログ生産関数とトランス・ログ費用関数との問には,一般的には

双対関係は成立していない〔Burgess (1975)〕。又生産関数と利潤関数との問の双

対性についてはDiewert (1982)を参照せよ。
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際には， flexibleな生産関数の発展が不可欠であった2)。関数形を最初か

ら特定な形に固定するのではなく，任意な関数の二次近似をするものに，

Christensen， Jorgenson， and Lauによる TranslogFunction，或いは

Diewert による GeneralizedLinear (Leontief) Functionや Generalized

Cobb・DouglasFunctionがある D 生産関数或いは費用関数(或いは利潤関

数)を推定する目的の一つに，生産要素間の代替関係を明らかにする乙とが

あるoBerndt and Christensen (1973)がトランス・ログ Translog関数

を用いて，三つの生産要素(資本設備 Equipment，構築物 Structure，労働

Labor)間の代替弾力性の推定及び生産要素間の分離可能性 Separabi1i ty 

の検定をして以来， Berndt and Wood， Fuss， Pindyck等により生産

要素問(特にエネノレギーと他の生産要素との間〉の代替の可能性が測定さ

れている3)。

ここでは， トランス・ログ費用関数を用いて， 日本の製造業全体の資本，

労働，原材料の三つの生産要素聞の代替弾力性及び価格弾力性を推定し，こ

れら生産要素聞の代替関係を明らかにする D 生産関数の代りに費用関数を用

いる理由として次のものが挙げられる o 1)費用関数の独立変数として現わ

れる生産要素価格は各産業(或いは各企業)にとって外生変数と考えられる

が，生産関数の独立変数として現われる生産要素数量は各産業(或いは各企

業〉によって決定される数量であり，同時方程式体系の内生変数と考えられ

るものであるo 2)生産関数が一次向次であるということに関係なく，費用

関数の生産要素価格に関する一次同次性が成立する心。

2. 日本の製造業の生産要素間の代替可能性の測定

トランス・ログ費用関数は次のように書かれる。

2) f]exibleな関数の定義については，例えば Diewert(1982， p. 574)を参照せよ。
3) エネルギーと他の生産要素との聞の代替関係の推定の最近の発展については，
Berndt and Field (1981)を見よ。
4) Binswanger (1974) p. 377 
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n 

logC=α。+αylogY+ -i-'}'yy(lOgY)2+ :E al logPl 

n n n 
十き L; 2: γlJ logPl log PJ + ~γyl logYlogPl (1) 
i=l j=l 

但し， c=総費用額

y=生産額

Pl=第 i生産要素の価格

もし費用関数が，生産要素価格に関して一次同次ならば，次の関係がパラ

メーター聞に成り立つ。

n n 

:E al=l， :E '}'Yl=O 

n n n n 

:E '}'IJ = 0， 2コヴlj=0， L.-: :EγlJ= 0 

8hephardの補題 Lemma!とより，第 i生産要素額の総費用額に対する割合

81は次の費用シェア方程式 Cost8hare Eqnation によって表わされる o

n 

81=α1十九IogY+戸川 IogPJ (2) 

もし費用関数が Homotheticである場合引1=0には，費用シェア方程式は

次のようになる。

n 

81=α1+ 2.: γ1J IogPJ (3) 

もしすべての生産要素聞の代替の弾力性が lに等しい場合には，更に次の条

件がパラメーター問に成り立つ。

γlJ= 0 

なお，費用関数が連続な二回微分可能な関数の場合には Youngの定理によ

りパラメーター聞に対称性が成り立つ。

γlJ=γJl キj
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Allenの代替の弾力性 GIJは，推定されたパラメーター γIJと生産要素シ

ェア 81とにより次の式によって計算される o

σ=
ヴIJ+ 818J 

IJ - ~~~- Sl8 J 

σ ヴ11+ 81 (81- 1) 
11- 8

1
2 

iキj (4) 

(5) 

又，第 i生産要素の自己価格弾力性 η11及び交文価格弾力性 ηIJは，推定

された代替の弾力性向と生産要素シェア 8Jとにより次の式によって計算

されるo

ηlJ=G1J8J 

η11 = G1I815) 0 

(6) 

(7) 

なお，推定の際には Homotheticな費用関数を仮定した。従って，1)'，¥1=

0となり，第(3)式の賀用シェア方程式に基づいて推定を行った。

生産額，原材料費，労働費用のデーターは工業統計表より得た。労働賀用

は工業統計表の現金給与総額とした。資本サービス賀用は，工業統計表の付

加価値額から労働費用を差し引いた残額をもって資本サービスの賀用とし

た。総費用額は，原材料費・労働費用・資本サービス費用の総和とした。原

材料の価格は卸売物価指数の用途別分類の原材料価格指数を用いた。資本サ

ービスの価格としては卸売物価数の用途別分類の資本財価格指数を用いた。

労働サービスの価格は，現金給与総額を Man・Hour(=就業者数X労働時

間数)で割った一人当り賃金率を用いた。観測期間は昭和35年 (1960年〉か

ら昭和55年(1980年)までの年次系列の21年間である。価格のデータは初年

度 (1960年)の値が1.0になるよう正規化した後に対数変換を行った。

パラメーターの推定は，制約付の Zellnerの 8eeminglyU nrelated 

Equation Methodで行なった。ノマラメーター聞の一次同次性の制約を考慮

して，右辺の独立変数の生産要素価格を，労働賃銀マイナス原材料価格，資

本サービス価格マイナス原材料価格の二つに変換した後計算を行った口乙の

際システム全体の式は労働の賀用シェアの式と資本の費用シェアの式の二つ

の これらモデルのスペシフィケーション Specification及び弾力性の計算について
は，例えば， Berndt and W ood (1975)を参照せよ。
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からなる連立方程式であり，乙の二つの連立方程式のパラメ{ターの値(及

び標準偏差)を得た後に，これらの値に変換行列を乗ずることによって，三

番目の式である原材料の費用シェア方程式のパラメーターの値(及び標準偏

差)を得た的。表 lに推定されたパラメーターの値を示した。括弧の中の値

はt検定量の値である O 各生産要素について γlli=L，K，M は正であり，

各々の生産要素価格が上昇すれば各々自己の費用シェアは上昇するo最初の

二つの式からなるシステム全体の Rzの値は 0.858であるO 対称性の検定統

計量 Fs (2.36)は0.207であり，対称性の仮説は棄却できなし1。又固有値

は0.108と0.013で共に正であり，労働及び、資本の二つの費用シェア方程式

からなるシステムの推定された生産要素価格のパラメーターの行列は正値定

符号行列である。

表 1

推定されたノマラメーターの値:一次同次性及び対称性の

制約の下のトランス・ログ費用関数

αL  0( .11789 γLL  0.01581 
48.418) (9.646) 

αK  0( .21336 γLK  0.01695 
44.979) (4.847) 

αM  0.66875 γLM  -0( .03276 
(217.431) 11. 320) 

γKK  0.10469 
(8.614) 

γKM  -0.12163 
(9.454) 

γMM  0.15439 
10.474) 

Rz =0. 858 Fs=0.207 

生産要素閣の代替可能性をみるために，第(4)式及び第(5)式に基づき Allen

の代替弾力性を1960年から1980年の聞の 5年ごとに計算し表 2に示した。各

生産要素の自己の代替弾力性 σLL，σKK，σmは各々マイナスの正しい符号を

示している o GLL は比較的大きな値-4.86'"'-'ー6.47を示しており， σKK は

6) この変換行ylJについては Thei1(1975， pp. 198-199)を参照せよ。
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表 2

A1Jenの代替弾力性:一次同次性及び対称性の制約の
下のトランス・ログ費用関数

1960 1965 1970 1975 1980 

σLL -6.47 -5.52 -5.82 -4.86 -5.90 

σLK 1.69 1.59 1.55 1.57 1.63 

σLM 0.58 0.63 0.60 0.67 0.61 

σKK -1.39 -1.39 -1.35 -1.37 -1.39 

σKM 0.15 0.12 0.20 0.04 0.13 

σMM -0.15 -0.17 -0.20 -0.17 -0.16 

-1 35から-139であり， O~BI は比較的小さな値一0.15"-' ー 0.20を示してい

るD 資本と労働との聞の代替関係は比較的大きく1.55"-'1.69となっており，

労働と原材料との聞の代替関係がこれにつぎ (σLM=0.58"-'.0.67)，資本と

原材料との間の代替関係が一番小さい (OKM=0 .04，.......，，0 .20)。すなわち，一次

同次性及び対称性の制約の下で推定された代替開力性の値によると，他の事

情を一定にして原材料価格のみが上昇した場合には，資本と原材料との間及

び労働と原材料との聞に代替関係が生じるがい悶>0，σLM>0)，その程度は

労働と原材料との間の代替関係がより大きい (σLM>OnI)，この意味で資本と

原材料は相対的には AES補完関係 (AESComplements)となっているの。

各生産要素の自己価格弾力性及び交叉価格弾力性は，第(6)式及び第(7)式に

基づいて計算し表3に示した。なお，パラメーター間の対称性により OIJ=

σJlが成り立っても，一般に， OIJSJキOJ1Slとなるから，交叉価格弾力性に関

しては対称性は成りたたない (ηlJキηJl)。代替の時力性でみたように，労働

需要の自己価格弾力性が一芸大きく (ηLL=ー0.74"-'ー0.75)，資本需要の自

己価格弾力性がこれにつぎ (ηKK=ーo. 27"-' -0 . 32) ，原材料需要の自己価格

弾力性が一番小さい (ηMM:=-0.10""-'ー0.12)。又交叉価格弾力性は，資本サ

ービス価格l乙関する労働需要の弾力性(ηLK=O.30'""0 .36)及び原材料価格に

関する労働需要の弾力性(ηL阻=0.38'""0.44)が比較的高い。労働賃銀l乙関す

7) Pindyck (1979) p. 51 
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表 3

自己及び交叉価格弾力性:一次同次性及び対称性の制約

の下のトランス・ログ費用関数

1960 1965 1970 1975 1980 

ηLL -0.75 -0.75 -0.75 -0.74 -0.75 

7]LK 0.36 0.34 0.38 0.30 0.35 

7]Lu 0.39 0.41 0.38 0.44 0.40 

ηKL 0.19 0.22 0.20 0.24 0.21 

ηKK -0.30 一0.29 -0.32 -0.27 -0.30 

ηKM 0.10 0.08 0.12 0.02 0.09 

7]ML 0.07 0.09 0.08 0.10 0.08 

ηMK 0.03 0.03 0.05 0.01 0.03 

7]MM -0.10 -0.11 -0.12 -0.11 -0.11 

る資本需要の弾力性及び原材料価格に関する資本需要の弾力性は共に小さく

(ηKL =0 .19........0 .24， '7u =0 .02........0 .12) ，労働賃銀l乙関する原材料需要の弾

力性及び資本サービス価格に関する原材料需要の開力性が最も非弾力的であ

る (ηML= 0 .07'""1.0， '7MK  =0 .01........0 .05) 0 Allenの代替弾力性 σIJは，第(6)

式からわかるように，他の生産要素価格を一定としたときの，シェア-SJ 

でもってウェイトの付けられた，生産要素 iの価格に関する生産要素 jの需

要の開力性を示している。二個の生産要素しかない場合には，生産要素価格

比率の変化に対する生産要素数量比率の変化を示す代替弾力性が定義され

るo しかし， Allenの代替の(偏)弾力性は，この意味での一般化とはなっ

ていない。一般にn個の生産要素がある場合に，他の生産要素価格(及び、j宝

出量)を一定として，当該生産史宗価格比率の変化に対する生産要素数量比

率の変化を示す代替問i力性は森嶋(1967)及び Kuga and M urota (1972) 

lとより提案され， Kang and Brown (1981)により完全代替弾力性 Full

Elasticity of Substitutiol1と呼ばれているo 森嶋の代替弾力性或いは完全

代替弾力性 F1Jは，Allel1の代替弾力性或いは要素需要の価格弾力性から次

式でもって計算される D



8 経営と経済

表 4

森[11患の代替弾力性:一次同次性及び対称性の制約の下の

トランス・ログ費用関数

1960 1965 1970 1975 1980 

FLK 0.66 0.63 0.70 0.57 0.65 

FKL 0.94 0.97 0.95 0.98 0.96 

FLM 0.49 0.52 0.50 0.55 0.51 

Fl!L 0.82 0.84 0.83 0.84 0.83 

FKM 0.20 0.19 0.24 0.13 0.20 

Fl!K 0.33 0.32 0.37 0.28 0.33 

F1J=SJ(OIJーσJJ)=ηlJ一ηJJ

なお，一般に F1JキFJlであるo表 4!こ森嶋の代替弾力性の値を示した。

Al1enの代替弾力性と同じく，資本と労働との聞の代替弾力性が一番大きく

(F LK=O .57----0.70， F KL =0 .95----0 .98)，労働と原材料との閣の代替弾力性

がこれにつぎ (FLM=O .49----0 .55， Fn=O .82----0 .84)，資本と原材料との聞

の代替弾力性が一番小さい (FK l! = 0 . 13'""-'0 . 24， F M K = 0 .28'""-'0 . 37) 0 Al1en 

の代替弾力性では労働と資本との聞の代替弾力性の値は 1より大となってい

るが，森嶋の代替弾力性では労働と資本との聞の代替弾力性の値は lより小

さい。森嶋の代替弾力性或いは完全代替弾力性は，生産要素価格比率の変化

率 dlog(さL)と生産要素シェア比率の変化率 dlog( ~l::l )との比と，次の
¥Wl/¥WjXJ  / 

関係が成り立つ8〉D

d log (WIXJWjXj) _ ， I d log (Xl/Xj) 
一一一一一一一ー一一一一一=-1  +一一一一一一一一一一ー =-1+Fll 
d log (WJ/Wl) -. d log (Wj/Wl) 

FLK< 1であるので，他の生産要素価格を一定としたi易合に，労働賃銀 Wl
が資本財価格 Wj!乙対して相対的に安くなったときに，労働の分け前の資本

の分け前に対する比率ご宅Lは減少する。
VVJAj 

一次同次性及び対称性の制約に加えて，更に労働と資本との間の代替弾力

8) Kang and Brown (1981) p. 86 
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表 5

労働と資本の問，及び労働と原材料の聞の代替弾力性がlという制約の

下で推定した各生産要素聞の弾力性(一次同次性及び対称性の制約〉

1960 1970 1980 1960 1970 1980 

σLL -7.66 -6.78 -6.89 ηLL -0.88 -0.87 -0.87 

σLK 1.0 1.0 1.0 ηLK 0.21 0.24 0.21 

σLM 1.0 1.0 1.0 ηLM 0.67 0.63 0.66 

σKK -4.09 -3.51 -4.12 ηKL 0.12 0.13 0.13 

σKM 1.13 1.13 1.14 ηKK -0.88 -0.84 -0.88 

σMM -0.53 -0.63 -0.56 '7KM 0.76 0.71 0.75 

'7ML 0.12 0.13 0.13 

'7MK 0.24 0.27 0.24 

1)MM -0.36 -0.40 -0.37 

性が 1(σLK= 1 )及び労働と原材料との聞の代替時力性が l(oLM=l) とい

う制約の下で推定された(すなわち γLK=九~I= 0という制約の下で推定さ

れた)，各生産要素間の代替弾力性と自己及び交叉価格郭力性の位を表5に

示した9)。この場合，労働以外の生産要素問，すなわち資本と原材料との聞

の代替関係がより弾力的となっているo又資本と原材料の各々の自己の弾力

性の値σKK'σMM，'7KK， '7'U{ の位も大きくなっている。表6には，資本と労

働との間の代替時力性が 1(σLK= 1 )及び資本と原材料との問の代替弾力性

が 1 (σKM=  1) という制約〈この場合 γLK=γKM=0) を付け加えて推定

したJ2合の各生産要素聞の代替弾力性と自己及び交叉価格弾力性の値を示し

た。表2と比較してみると σLM，OKK，σMM のイ直が大きくなっているo又価

格弾力性の値も ηLM，'7KK， '7MM  (そして ηKM，'7Mρ が大きくなっている。

従って，生産要素聞の代替弾力性が lという制約(極端な場合は Cobb・

Douglas生産関数に帰着する σLK=σ凶 =σKM=1 (或いは γLK=γL班 =γKM

= 0)という制約)を付け加えて推定した場合には，代替弾力性が lという

9) 乙こでは，分離可能性 Separabilityの検定を行なわず，生産要素聞の代替弾力
性がlという制約が付け加わった場合と乙のfljJj約がない場合との比較をした。
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表 6

資本と労働の問，及び資本と原材料の聞の代替弾力性が1という制約の

下で推定した各生産要素問の弾力性(一次同次性及び対称性の制約)

1960 1970 1980 1960 1970 1980 

σLL -6.68 -5.99 -6.08 ワLL -0.77 -0.77 -0.77 

σLK 1.0 1.0 1.0 ηLK 0.21 0.24 0.21 

σLM 0.83 0.84 0.84 ηUl 0.56 0.53 0.56 

σKK -3.67 -3.17 -3.70 '7KL 0.12 0.13 0.13 

σKM 1.0 1.0 1.0 ηKK -0.79 -0.76 -0.79 

σMM -0.46 -0.55 -0.48 ηKM 0.67 0.64 0.66 

'7ML 0.10 O.ll O.ll 

η日K 0.21 0.24 0.21 

'7MM -0.31 -0.35 -0.32 

制約のないトランス・ログ関数の推定から得られた値とかなり異なる値を得

る。

3. む す び

トランス・ログ賀用関数を一次同次性及び対称性の制約の下で推定し，製

造業の三つの生産要素(労働，資本，及び原材料〉聞の代替の弾力性の値を

得た。それによると，資本と労働との聞の代替関係は比較的大きく，労働と

原材料との聞の代替関係がこれにつぎ，資本と原材料との閣の代替関係は一

番小さい。資本と労働との聞の代替弾力性は， Allenの代替弾力性では lよ

り大きいが，森嶋の代替弾力性(或いは完全代替弾力性)では lより小さ

く，他の生産要素価格及び産出量を一定とした場合に，労働賃銀が資本財価

格に対して相対的に安くなったときに，労働の分け前の資本の分け前に対

する比率は減少する。又需要の価格弾力性によると，原材料需要が最も非弾

力的であり，労働需要の価格弾力性の値は比較的高い。
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